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要旨
本研究では、ユーザーが他の当事者とともに共創関係を築き、製品・サービスを創出する
共創プラットフォームに着目する。情報技術の進展を踏まえ、プラットフォームに関する先
行研究レビューを行った上で、リサーチクエスチョンを設定し、事例研究によって考察す
る。
キーワード：ユーザー・イノベーション、共創プラットフォーム、共創関係、イノベーショ
ンの創出
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1．はじめに
情報技術の進展は、企業の業務効率化や意思決定に貢献し、社会インフラ全体に浸透する
とともに、ユーザー・イノベーションの実現を容易にした。
本研究では、ユーザーがもたらす共創関係の変質について考察し、従来、製品・サービス
を提供してきた企業からユーザーへとイノベーションの主体が移行するとともに、ユーザー
が市場支配するプロセスを解明する。
また、本研究の目的は、ユーザーが自ら製品・サービスを変革するとともに、イノベーシ
ョンとして社会化するまでのプロセスにおいて、ユーザーが他の当事者と共創関係を築き、
イノベーションを創出する共創プラットフォームについて考察することである。
2．イノベーションの定義とユーザー・イノベーション
田中（2017）では、ユーザー・イノベーションの前提として、イノベーションの定義を行
った。対象となる先行研究は、Schumpeter（1926）の「新結合」と、これを現代の経営用
表 1：ユーザー・イノベーションの前提となるイノベーションの類型 
 
出所：Schumpeter(1926)、井上(2014)、OECD & Eurostat (2005)、Abernathy & Clark (1985)、 
Christensen(1997)をもとに筆者作成 
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語に置き換えた井上（2014）やOECD & Eurosat（2005）の先行研究、Abernathy & Clark
（1985）のイノベーションの変革力マップ、Christensen（1997）等とした（表1）。
その上で、本研究においてイノベーションとは、製品・サービスの創出及び変革と､これ
に関連する当事者間での変革が、市場からの支持を獲得し､ネットワーク効果をもたらす規
模を確保することによって社会化されたものであると定義した。
田中（2016）では、先行研究を受けて、Abernathy & Clark（1985）のイノベーションの
変革力マップ（Transilience Map）をフレームワークとし、先進的な企業ユーザーを中心と
したパイロット・スタディを通じて、ユーザー・イノベーションのプロセスを導出した（図
1）。
当初、ユーザーは、既存の製品・サービスを提供する企業（以下、提供企業）が用意した
製品・サービスを享受している。提供企業の製品・サービスは、ユーザーが実現したい価値
と必ずしも一致していない（図1の①）。
そのため、ユーザーは、既存の製品・サービスに不満を持つようになり、提供企業に対し
て改善を要求するとともに、提供企業との共創により、主体的に製品・サービスにかかわり
を持つようになる。ユーザーは、提供企業との共創を経て、製品・サービスを変革するノウ
ハウを身に付けると同時に、ユーザー自らも既存の製品・サービスに関連する投資を行う
（図1の②）。
提供企業との共創や投資を通じて、ユーザーは、自ら製品・サービスの変革を実現できる
 
出所：Abernathy & Clark (1985)、Abernathy, Clark & Kantrow (1983)、秋池･岩尾 (2013)、  
小沢･青木(2005)、小嶌(2015)をもとに筆者作成 
図 1：ユーザー・イノベーションのプロセス 
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ようになる。ただし、この時点では、個別のユーザーの価値実現のためのみに行った製品・
サービスの変革にすぎず、提供企業と同等の製品・サービスが作れるようになったというレ
ベルである（図1の③）。
しかし、ユーザーは、ユーザー価値に共鳴する他の当事者とユーザー・コミュニティを形
成し規模を確保し、ネットワーク外部性を獲得することによって、イノベーションとして社
会化する（図1の④）。
さらに、ユーザー・コミュニティから共創プラットフォームが生まれ、大量のデータが集
結し、これを活用することによって、ユーザーは新たな価値を創出できるようになる（図1
の⑤）。ユーザーは、共創プラットフォーム上でその他の当事者が連携することにより、産
業構造を変革するようなイノベーションを創出し、市場を支配するというプロセスである
（図1の⑥）。
本研究では、ユーザーが他の当事者と共創関係を築き、イノベーションを創出する共創プ
ラットフォームに着目する。プラットフォームに関する先行研究レビューを行った上で、リ
サーチクエスチョンを設定し、事例研究を通じて考察する。
なお、本研究では、ユーザーが常に達成を目指す主体的、相対的、個性的な価値を「ユー
ザー価値」と呼ぶ。また、ユーザーがユーザー本位な製品・サービスの変革をイノベーショ
ンとして社会化するためにはユーザーが集団性を確保し、社会に対して影響力を持った状態
が必要になる。本研究ではこれを「ユーザー・コミュニティ」と呼ぶ。
3．先行研究レビュー
3-1．プラットフォームに関する先行研究レビュー
まず、本研究の目的である共創プラットフォームの考察について、その前提となるプラッ
トフォームに関する先行研究をレビューする。
國領（2001）は、情報技術の進展を踏まえた上で、プラットフォームについて、企業や個
人の情報を結合させる仲介者の役割を担う存在であり、多様な主体が協働する際に、協働を
促進するコミュニケーションの基盤となる道具と仕組みであると定義した（國領, 2011）。
また、Hajiu & Yoffie（2009）は、プラットフォームについて3つの種類を提示した。
1つ目はPure Platforms（単一のプラットフォーム）であり、プラットフォームを形成す
る製品・サービスや技術を指す。他の当事者は補完的な製品・サービスや技術を提供すると
した。
2つ目は、Pure Market Intermediaries（純粋な市場仲介者）であり、プラットフォーム
を利用する当事者間の検索コストや取引コストを削減する仲介者として存在する。仲介者
は、プラットフォームで取り扱われる製品・サービスを所有及びコントロールするとした。
3つ目は、Multisided Platforms（マルチサイド・プラットフォーム）であり、プラットフ
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ォーム自体を構成するとともに、仲介者として利用者とユーザーとの間に介在し、複数の当
事者を支援することで、間接的なネットワーク効果を生み出すとした。
なお、Eisenmann, Parker & Van Alstyne（2006）は、マルチサイド・プラットフォーム
のうち、二種類のユーザー及び当事者とのネットワークを持ち合わせたプラットフォームを
Two-sided Platform（ツーサイド・プラットフォーム）と呼んだ。ツーサイド・プラット
フォームでは、片方のユーザーが増加すると、もう片方のユーザー・グループにとってプラ
ットフォームの価値が向上または下落する現象をSame-side Network Effects（サイド間ネ
ットワーク効果）と呼び、ユーザー数が増えると、そのユーザーが属するグループにとっ
て、プラットフォームの価値が向上あるいは下落する現象をCross-side Network Effects
（サイド内ネットワーク効果）と呼んだ。サイド間ネットワーク効果については、ユーザー
の増加に伴いプラス効果が生まれる一方、サイド内ネットワーク効果については、ユーザー
の増加に伴いマイナス効果が生まれることが多いとした。
つまり、國領（2001, 2011）やHajiu & Yoffie（2009）の先行研究からは、プラットフォー
ムが、製品・サービス・技術自体という存在、あるいは、仲介者という存在とされているこ
とが確認できた。
Van Alstyne, Parker & Choudary（2016）は、プラットフォームのエコシステムを形成
する関係者として、「Providers（提供者）」、「Owner（所有者）」、「Producers（つくり手）」、
「Consumers（買い手）」の4種があるとした（図2）。 
 
出所：Van Alstyne, Parker & Choudary(2016)をもとに筆者作成 
図 2：プラットフォームのエコシステムの関係者 
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提供者はプラットフォーム上でのインターフェースを提供し、所有者はプラットフォーム
に関連する知的財産を管理する。つくり手はプラットフォーム上で提供する製品・サービス
の開発や製造を行い、買い手は製品・サービスの購入及び利用を行う。Van Alstyne, 
Parker & Choudary（2016）は、各参加者の役割について、目まぐるしく移り変わっていく
とした。
一方で、Van Alstyne, Parker & Choudary（2016）は、プラットフォームを前提として、
2種類の事業を提起した。パイプライン型事業とプラットフォーム型事業である。パイプラ
イン型事業はバリューチェーンに関連するステークホルダーとその活動から価値を生み出す
事業であり、プラットフォーム型事業とはつくり手と買い手のネットワークや、外部とのイ
ンタラクションにもとづき拡大するエコシステムの全体価値を最大化する事業であるとした。
また、この2つの事業は、どちらかに特化する必要はなく、双方を兼ねることもできるとし
たが、プラットフォーム型事業は情報技術を活用することで、ネットワーク効果を獲得し、
大量のデータが集まり、これを活用することで、より大きな価値を創出し、さらに、多くの
ステークホルダーを集め、価値を増大するという好循環を生み出すため、競争優位を得ると
した。
つまり、Van Alstyne, Parker & Choudary（2016）の先行研究からは、プラットフォー
ムのエコシステムを形成する関係者について、つくり手と買い手とは明確に分かれるとして
いることが確認できた。また、情報技術の特性を活かし、プラットフォーム型事業になるこ
とで、ネットワーク効果を獲得し、競争優位を得られるということが確認できた。
一方、von Hippel（2005）は、ユーザー・イノベーションを創出するためにプラットフォ
ームを活用するという状況と類似する概念として、User Innovation Community（ユーザ
ー・イノベーション・コミュニティ）を示し、共通のユーザー価値の実現を目指すユーザー
が、互いに助け合うコミュニティという場を形成し、製品・サービスの開発や修正を行うと
した。
また、Vargo & Lusch（2015）は、ユーザー価値の共創は、当事者間で生み出された機関
や制度を通じて、連携されるとした。連携について、Lusch & Vargo（2014）は、サービ
ス・エコシステム（Service Ecosystems）という表現を用いている。一方、Vargo & Lusch
（2004）は、共創に対する考え方自体においてはイノベーションには触れていない。
しかし、Vargo, Wieland & Akaka（2015）は、サービス・エコシステムがイノベーショ
ンにあたると言及している。イノベーションは、サービス・エコシステムにおいて、当事者
（Actor）間で構築された機関を通じ、緩やかな結合（Loosely coupled）によって実施され
るものとした。
つまり、von Hippel（2005）やVargo, Wieland & Akaka（2014）の先行研究からは、ユ
ーザー・イノベーションの創出や、ユーザー価値の構想において、プラットフォームに類似
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した存在が重要であるという概念を示していることが確認できた。
3-2．先行研究の限界
國領（2001, 2011）やHajiu & Yoffie（2009）のプラットフォームの定義及び類型に関する
先行研究では、プラットフォームが、製品・サービス・技術自体という存在、あるいは、仲
介者という存在にとどめていた。國領（2001, 2011）のプラットフォームに対するとらえ方
は、Hajiu & Yoffie（2009）の「単一のプラットフォーム」や「純粋な仲介者」と類似して
いる。
また、Hajiu & Yoffie（2009）の「マルチサイド・プラットフォーム」は、プラットフォ
ーム自体の構成者であると同時に仲介役を果たすことで間接的なネットワーク効果を生み出
す存在としたが、外部から持ち込まれた製品・サービスに対してプラットフォームが仲介役
としてネットワーク外部性を発揮するというとらえ方にとどめている。
つまり、プラットフォームの定義及び類型に関する先行研究においては、プラットフォー
ムにかかわるユーザー及びその他の当事者の共創によりプラットフォームから新たな製品・
サービスが生み出されていくという共創関係に関する視点については言及されていないとい
う限界を見いだすことができる。
また、von Hippel（2005）やVargo, Wieland & Akaka（2014）によるユーザー・イノベ
ーションの創出やユーザー価値の共創に関する先行研究では、それぞれ「ユーザー・イノベ
ーション・コミュニティ」や「サービス・エコシステム」というユーザー及びその他の当事
者が共通の場において連携し共創するという概念を示した。しかし、先行研究においては、
概念（図）や実例を紹介したのみであり、具体的な構成やプラットフォームとしての役割等
については詳細に示していない。
つまり、ユーザー・イノベーションやユーザー価値の共創に関する先行研究は、共創の場
としてプラットフォームを重視しているが、概念の域を出ず、具体的な構成や役割を示し切
れていないという限界を見いだすことができる。
一方、Van Alstyne, Parker & Choudary（2016）は、プラットフォームのエコシステム
の関係者の役割や、プラットフォーム型事業をあげ、情報技術を活用した環境において、ネ
ットワーク効果を獲得し、規模を拡大するほど、プラットフォームが提供する価値も増大す
るとした。この先行研究は、本研究において、ユーザーが自らの製品・サービスの変革をエ
コシステムの拡大によって、イノベーションとして社会化するという論考に有効であると考
える。
そこで、本研究では、ユーザー・イノベーションの先行研究において重要とされたものの
具体化されていたないプラットフォームの姿やプロセスを明らかにするため、プラットフォ
ームに関する先行研究を展開し、ユーザー・イノベーションの実現を加速する「共創プラッ
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トフォーム」について考察する。
4．共創プラットフォームに関する考察
本研究では、プラットフォームに関する先行研究を踏まえ、プラットフォームの関係者間
での共創という領域まで拡張する。情報技術の活用を前提に、新たな製品・サービスの創出
を目指す当事者間での共創関係と、共創を実現させるプラットフォームを合わせて、共創プ
ラットフォームと定義し、考察する。
本研究では、プラットフォームのエコシステムの関係者をプラットフォームの「提供者」
と「所有者」、「つくり手」、「買い手」としたVan Alstyne, Parker & Choudary（2016）の
先行研究をユーザー・イノベーションの考察に活用する。
まず、共創関係について考察する。従前、ユーザーはこの共創プラットフォームの外部に
おいて、これを利活用する立場としても存在する。この外部に存在するユーザーが「提供者」
により提示されたビジョンに共感し、ユーザー自ら製品・サービスの変革に参画すること
で、共創関係に参入するという事態も考えられる。また、外部にいたユーザーが共創関係に
入り込んだ後、共創プラットフォームの一員として、ユーザー価値の実現に向けて、イノベ
ーション創出の役割を担う「つくり手」の立場に発展すると考えられる。
この際、ユーザーは、まず、「提供者」のビジョンに共感し、「Actors（当事者）」として
共創プラットフォームに入り込み、共創関係の一員となる。その後、「提供者」や「つくり
手」と共創するなかで、「当事者」は、自ら製品・サービスを創出できるようになる。結果
として、「当事者」は、共創を通じて「つくり手」となり、共創プラットフォームの力を借
りることで、ネットワーク効果を得て、イノベーションとして社会化できるようになるとい
うプロセスが考えられる。
さらに、ユーザーが自らのユーザー価値を実現するため、自らビジョンを提示し、他のユ
ーザーやパートナーを集め、ビジョンを提示する「提供者」となることにより、ユーザー価
値を実現するという対応も考えられる。
外側にいたユーザーが、「当事者」となり「つくり手」となる場合にも、ユーザーが自ら
「ビジョン提供者」になる場合にも、ユーザーが直接、製品・サービスの変革に乗り出し、
共創関係の構築や、共創プラットフォームの活用は、ユーザー・イノベーションを実現し加
速すると考えられる。
続いて、共創プラットフォームを形成する「提供者」、「所有者」に関する役割について考
察する。本研究では、情報技術の進展を背景に、ユーザーであっても、ユーザー価値を実現
するため、自らビジョンを提示し、共創関係を構築するプラットフォームを提供する「提供
者」になり得ると考える。
ただし、共創プラットフォームを構築する「提供者」は、必ずしもビジョンを実現するた
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めの技術をすべて提供できる必要はない。ステークホルダーが、「ビジョン提供者」のビジ
ョンに共感することが重要であり、プラットフォームを実現する背後にある技術的要件はス
テークホルダーにとって重要ではないためである。本研究では、プラットフォームに参加す
る他の当事者に将来的に実現を目指すビジョンを提示し、ステークホルダーからの共感を得
て、エコシステムを形成する役割を「Visionary Provider（ビジョン提供者）」とする。
一方、プラットフォームを実現するクラウドサービス等の技術は、必ずしもビジョン提供
者が担当する必要はなく、パートナーが「Technology Providers（技術提供者）」として技
術的補完を行い、プラットフォームを成立させることができる。「技術提供者」とは、ビジ
ョンを具現化するため共創プラットフォームに技術的補完を行い、プラットフォームの技術
的要件を満たし、プラットフォームを成立させる役割であるとする。
つまり、「ビジョン提供者」が将来に向けたビジョンを掲げ、「技術提供者」が多様なステ
ークホルダーによって共有されるプラットフォームを実現するため、新たな製品・サービス
の創出を目指す当事者に対して、背後からクラウドサービスの提供等、技術的に支援する。
この補完関係こそが、情報技術が本業ではないユーザーであっても、ユーザー価値を実現す
るため、自らビジョンを提示して「ビジョン提供者」となり、ステークホルダーを集め、共
創関係を構築するために重要な仕組みとなる。
また、共創プラットフォームを管理する役割として、「所有者」が共創のルールや仕組み
を提供する。「所有者」については、「ビジョン提供者」が兼ねることや、「技術提供者」に 
 
出所：Van Alstyne, Parker & Choudary(2016)をもとに筆者作成 
図 3：共創プラットフォームのエコシステムの関係者 
 
  
― 202 ―
管理をアウトソーシングする方法が考えられる。
以上により、本研究では、共創関係と、共創を実現させるプラットフォームを合わせて、
共創プラットフォームと称する（図3）。
本研究では、プラットフォームに関する先行研究レビュー及び共創プラットフォームに関
する考察を受け、以下のリサーチクエスチョンを設定する。
R1：ユーザーは、どのようにして共創プラットフォームに参画、あるいは、自らこれを
構築し、イノベーションを実現するのか。
5．事例研究
5-1．研究方法と研究対象
5-1-1．研究方法
研究方法としては、前項にて設定したリサーチクエスチョンを考察するため、共創関係を
構築し、共創プラットフォームを活用する企業ユーザーに対する事例研究を行う。対象企業
については、従来、情報技術に関してITベンダから製品・サービスの提供を受けていた企
業ユーザーを取り上げる。事例研究対象となる企業ユーザーの公表データ及び外部機関の調
査データを活用し、事例研究を行っていく。
5-1-2．研究対象
事例研究の対象としては、イルミナとGEを取り上げる。イルミナは、遺伝子（DNA、
RNA）の解析ソリューションを提供する企業であり、情報技術に関しては、従来、ユーザ
ーという立場であった。しかし、同社は、ユーザーである研究者のニーズをつかみ、クラウ
ド・ストレージ環境を無償で提供することで、研究者との共創関係を構築した。さらに、同
社は、この共創関係を発展させ、共創プラットフォームを構築し、関係者と遺伝子解析ソフ
トウェアを創出し続けていると考えられるため、事例研究の対象として取り上げる。
また、GEは、航空機エンジンや発電タービン等を製造・販売・保守サービスを提供する
製造業であり、情報技術に対しては自社業務で活用するレベルというユーザーの立場であっ
た。しかし、同社は「Industrial Internet（インダストリアル・インターネット）」というビ
ジョンのもと、産業用機器向け共通ソフトウェア・プラットフォームである「Predix」を開
発し、情報技術産業にも乗り出した。同社は、ユーザーに販売した機器をクラウドサービス
上で連携し、ユーザーを巻き込んで共創関係を構築することで、共創プラットフォーム上か
ら、重電系産業と情報技術産業を統合した新たなサービスを創出し続けていると考えられる
ため、事例研究の対象として取り上げる。
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5-2．イルミナに関する事例研究
5-2-1．イルミナにおけるユーザー・イノベーション
イルミナは、DNAやRNA等の遺伝子解析用のシーケンサーを、生物学関連の研究者を中
心に販売する遺伝子解析ソリューションの提供企業である。一方、同社にとって情報技術
は、従前、自社業務で活用するというレベルであったため、情報技術については、企業ユー
ザーという立場であった（表2，図4の①）。
同社の主な取引先は大学や研究機関であり、主なユーザーは大学や研究機関に所属する研
究者である。研究者は、DNAやRNAの遺伝子解析を通じて新事実の発見等に向けた研究を
行っており、同社のシーケンサーを使用している。同社のシーケンサーによって解析を行う
と、大量かつ複雑なデータが発生する。研究者からは同社に対して、研究活動に集中するた
め、同社のシーケンサーを使用し遺伝子を解析した後に発生するデータの管理及び運用をア
ウトソーシングしたいと同社に対して要望してきた。同社はこれを機会ととらえ、対処方法
を検討した。つまり、同社はシーケンサーのユーザーとともに、解析後に発生するデータの
最適な管理及び運用方法を巡って、共創したと考えられる（図4の②）。
2012年12月、同社は、解析後の大量のデータを管理及び運用するための方法として、クラ
ウドサービスを活用したストレージ環境「BaseSpace」を構築した。さらに、同社は、この
クラウド・ストレージ環境をシーケンサーのユーザーに無償で提供した（図4の③）。
イルミナが、シーケンサーのユーザーである研究者等にクラウド・ストレージ環境を無償
提供した後、この環境は、研究者が遺伝子解析後のデータを預ける場として活用され、同社
に対する研究者のロイヤルティが高まった。
研究者たちは、クラウド・ストレージ環境をデータの保管先として活用するだけでなく、
ユーザー・コミュニティとして、遺伝子解析に関する情報交換や解析方法に関するニーズに
ついて情報交換を行う場としても活用されている。結果として、より多くの研究者がクラウ
ド・ストレージ環境に集結することになり、ユーザー・コミュニティは拡大を続けている。
同社は、遺伝子解析後のデータを管理及び運用するというニーズに応えた後、ユーザー・
表 2：イルミナの企業概要 
社 名 Illumina, Inc. 
創業年 1998 年 
本社所在地 米国 カリフォルニア州 サンディエゴ 
事業内容 遺伝子解析ソリューションの提供 
売上高 22 億ドル(2016 年)。2011 年から 2016 年にかけて年率 18%の成長 
出所：2016 年時点の企業情報をもとに筆者作成  
― 204 ―
コミュニティから発せられた大量の遺伝子データを解析するソフトウェアに対するニーズに
応えるため、ソフトウェアを同社とともに共創し、提供するパートナー企業を募った。
その結果、同社のクラウド・ストレージ環境は、遺伝子解析用ソフトウェアを開発するパ
ートナー企業との共創プラットフォームとなった。研究者たちの情報が集まってくる同社の
ユーザー・コミュニティの情報を目当てにパートナーが集まり、ユーザー・コミュニティの
研究者もアドバイス等を行うことで、遺伝子解析用のソフトウェアが多数開発され、市場に
投入された。2017年時点で、同社がパートナー企業とともに、市場に公開している遺伝子解
析ソフトウェアは83種に及ぶ1。
同社のクラウド・ストレージ環境は、研究者たちのユーザー・コミュニティとなり市場に
影響をもたらす規模を確保した。また、同社はユーザー・コミュニティからのニーズにも応
え、パートナー企業と共創プラットフォーム上から、新たな解析ソフトウェアを生み出し続
けていることから、遺伝子解析ソリューションの領域においてイノベーションとして社会化
できたと考えられる（図4の④）。
イルミナが構築しユーザーに無償提供したクラウド・ストレージ環境は、ユーザーが遺伝
子解析後のデータを預けるとともに、ユーザーとのユーザー・コミュニティとなった。ま
た、同社は、パートナー企業とともに、ユーザー・コミュニティに集結するデータを活用す
るためのソフトウェアを開発した。
 
出所：Abernathy & Clark (1985)、Abernathy, Clark & Kantrow (1983)、秋池･岩尾 (2013) 、 
小沢･青木(2005)、小嶌(2015) 及び企業情報をもとに筆者作成 
図 4：イルミナのユーザー・イノベーション・プロセス 
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つまり、同社にとって、クラウド・ストレージ環境は、ユーザーである研究者とのユーザ
ー・コミュニティであると同時に、ユーザーが解析した大量のデータが集結し、同社がパー
トナー企業と開発したソフトウェアが集結する共創プラットフォームとなった（図4の⑤）。
また、同社には、ユーザー・コミュニティから新たなニーズも届く。同社のユーザーの中
には、重要なデータを他の研究者と同じクラウド・ストレージ環境で保管し、研究情報が漏
れることを嫌う研究者も存在した。
そこで、同社は、2014年1月、クラウドサービスの提供を通じて蓄積したデータ解析技術
と、パートナーによって開発されたソフトウェアを融合したスタンドアローン製品を販売開
始した2。この製品は、各研究者が独立した環境で研究し遺伝子データを個別に保管し解析
するために活用される遺伝子解析技術領域と情報技術領域が融合された製品である。
さらに、2016年4月、イルミナは、統合バイオインフォマティクス・ソリューションとし
て「BaseSpace Informatics Suite」を提供開始した3。無償のクラウド・ストレージ環境で
あった「BaseSpace」を起点に、2013年にはNextBio社を買収し、遺伝子データのある被験
者を自動的に集めた解析できる「BaseSpace Cohort Analyzer」や、20,000を超える遺伝子
研究のデータから瞬時に回答を取り出すことができる「BaseSpace Correlation Engine」に
領域を拡張した。また、2015年には、GenoLogics社を買収し、サンプル準備及び実験のワ
ークフローを最適化する「BaseSpace Clarity LIMS」へと拡張した。これに遺伝子データを
洞察し特徴点を見いだす「BaseSpace Variant Interpreter」が加わった（図5）。
従前、遺伝子解析領域では、それぞれの領域に強みを持つベンチャー企業の製品・サービ
スを個別に利用していた。これに対して、イルミナは「BaseSpace Informatics Suite」によ
 
 
出所：企業情報をもとに筆者作成 
図 5：イルミナの「BaseSpace Informatics Suite」 
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って、研究によって発生したデータの管理、解析、共有、サンプルの解釈、レポート作成、
さらに詳細なコホート解析まで、つまり、サンプルを投入してから解を導出するまでの一連
のプロセスを、クラウドサービス上の包括的な統一プラットフォームである「BaseSpace 
Informatics Platform」から提供することができるようになった。
この段階に至るとイルミナは、共創プラットフォームに集結したデータを活用し、遺伝子
解析分野と情報技術の分野を融合し、関連領域を統合することによって「バイオインフォマ
ティクス」領域を切り開き、産業構造を変えるに至ったと考えられる（図4の⑥）。
5-2-2．イルミナにおける共創プラットフォーム
イルミナの事例研究については、共創プラットフォームのエコシステムを形成する関係者
という視点からも考察する（図6）。
従前、イルミナは情報技術においては自社の業務で活用するレベルのユーザーであった。
一方、イルミナには同社のシーケンサーを活用する研究者等のユーザーも存在する。双方と
も共創プラットフォームの外側に存在した。
また、イルミナは、同社の遺伝子解析シーケンサーにとってのユーザーである研究者から
のニーズに応え、クラウド・ストレージ環境からなる共創プラットフォームを構築した。同
社は、遺伝子データの解析向けパートナーである企業や研究機関との共創関係の構築を通じ
て、共創プラットフォームの「ビジョン提供者」となると同時に、共創プラットフォームの
「所有者」となった。 
 
出所：Van Alstyne, Parker & Choudary(2016) 及び企業情報をもとに筆者作成 
図 6：イルミナの共創プラットフォーム 
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その上で、同社のシーケンサーにとってのユーザーである研究者が、研究者自身が求める
価値を実現するため、この共創関係に「当事者」として参画した。さらに、ユーザーであっ
た研究者は、「当事者」としてだけでなく、遺伝子解析ソフトウェアを開発するパートナー
としても共創関係に加わることで、「つくり手」に移行した。既にイエール大学、トリノ大
学、ケンブリッジ大学等の研究者が共創プラットフォームからソフトウェアを提供してい
る。さらに、イルミナ自身も、クラウドサービスの提供を通じて蓄積したデータ解析技術
と、パートナーによって開発されたソフトウェアを融合したスタンドアローン製品や、「統
合バイオインフォマティクス・ソリューション」を創出する「つくり手」として共創プラッ
トフォームから生み出した。
一方、「技術提供者」は、イルミナ自身ではなく、パートナー企業が担った。同社のクラ
ウド・ストレージ環境の構築は、Amazon, Inc.（アマゾン）の提供するAmazon Web 
Service（アマゾン・ウェブ・サービス，AWS）のクラウドサービスを活用して構築され
た。さらに「統合バイオインフォマティクス」の実現に向けて、NextBioやGenoLogic等を
買収し、技術的に補完した。
以上により、イルミナの事例から、情報技術においてユーザーであったイルミナ自身は、
共創プラットフォームにおいて、「ビジョン提供者」、「所有者」であるとともに、「つくり手」
としても参画したことが確認できた。一方、イルミナにとってのユーザーである研究者も
「当事者」として共創関係に参画した後、共創プラットフォーム上でソフトウェアを創出す
る「つくり手」に移行したことが確認できた。
5-3．GEに関する事例研究
5-3-1．GEにおけるユーザー・イノベーション
GEは、航空機エンジンや発電タービン等を製造・販売・保守サービスを提供する製造業
である。一方、同社にとって情報技術は、自社業務で活用するレベルという企業ユーザーの
表 3：GEの企業概要 
社 名 General Electric Company 
創業年 設立 1892 年（創設 1878 年） 
本社所在地 米国 コネチカット州フェアフィールド 
事業内容 
注力事業ごとに形成された GE 内カンパニーは以下の通り。 
GE エナジー・マネジメント、GE オイル＆ガス、 
GE パワー＆ウォーター、GE アビエーション、GE ヘルスケア、
GE トランスポーテーション・システム、GE キャピタル、 
GE デジタル 
売上高 1,486 億ドル 
出所：2016 年時点の企業情報をもとに筆者作成
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立場であった（表3，図7の①）。
しかし2011年、GEは提供する産業用機器製品やそのサービスからのさらなる収益創出及
び拡大を狙い、「インダストリアル・インターネット」というビジョンを提唱する。このビ
ジョンは、一般的には「Internet of Things（IoT）」と称されており、社会のあらゆるモノ
がインターネット上でつながり、モノのデータが収集され、収集されたデータを解析するこ
とによって、モノに関連する環境を最適化することを意味している。また、同社の新たなビ
ジョンは、それまでの事業に加え、情報技術関連のソフトウェア事業に注力することも意味
している。同社は「インダストリアル・インターネット」というビジョンに従い、ソフトウ
ェア関連の人員を集結するとともに増員した（図7の②）。
2014年、GEは、同社の全産業用製品を対象とした共通ソフトウェア・プラットフォーム
である「Predix」を構築した4。「Predix」は、同社のユーザーが導入した製品・サービスを
ソフトウェア・プラットフォームに連結し、そこから大量のデータを収集し解析することに
よって新たなサービスの創出につなげる。つまり、同社に関わる製品・サービスからの収益
源の創出及び収益の最大化を目的とした取り組みである（図7の③）。
GEは、共通ソフトウェア・プラットフォーム「Predix」の普及に向けて、競合との差別
化を図り、強力なエコシステムを形成した。産業用機器の製造業であるGEを中心に、コン
 
出所：Abernathy & Clark (1985)、Abernathy, Clark & Kantrow (1983)、秋池･岩尾 (2013) 、
小沢･青木(2005) 、小嶌(2015) 及び企業情報をもとに筆者作成 
図 7：GEのユーザー・イノベーション・プロセス 
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サルティング領域ではアクセンチュア、クラウドサービス領域ではアマゾン、通信ネットワ
ーク領域ではシスコシステムズ及びAT&Tやベライゾン、電子コンポーネント領域ではイ
ンテル等、情報技術業界の各領域を代表する企業とドリームチームとも言えるメンバーが勢
揃いしたエコシステムであった。この強力な布陣は、市場に対しても強烈なアピールとなっ
た。同社とそのドリームチームからの提案は、同社の産業用機器のユーザーに強い納得感を
もたらした。
さ ら に、GEと 情 報 技 術 系 の パ ー ト ナ ー が 創 設 企 業 と な り、「Industrial Internet 
Consortium（IIC）」というコンソーシアムを構築した。IICには、主にIoTを新たな事業機
会とすることを狙う製造業系の企業や、情報技術系の企業等が参加するとともに、ベンチャ
ー企業や、非営利団体、大学等も参加し、2016年時点で約230社が参加し、増加し続けてい
る。なお、日本からも株式会社日立製作所、三菱電機株式会社、日本電気株式会社、富士通
株式会社等の情報技術系の企業に加え、トヨタ自動車株式会社、富士フイルムホールディン
グス株式会社等の製造業系の企業が参加している5。
GEによる情報技術を代表する企業とのアライアンスや、IICによるエコシステムの構築は、
重電系のユーザーにとって、従来、情報技術について企業ユーザーというレベルであった
GEが情報技術を本業の一つとしたと認知するという関係性の構築につながった。
結果として、GEのユーザーは「Predix」を活用した新たなビジネスモデルの構築に向け
て、GEとの共創関係を構築していった。
つまり、同社によるエコシステムは、「Predix」を中核に、ユーザーやパートナー企業と
共創関係を構築し、新たなユーザー価値を創出するとともに、これをイノベーションとして
社会化する影響力をもたらしたと考えられる（図7の④）。
さらに、GEの強力なエコシステムのもとで、「Predix」が共創プラットフォームとなり、
同社のユーザーがつながり、ネットワークで統合されていく。同社とユーザーの産業用機器
がネットワークでつながると、共創プラットフォームには機器から発生するデータが大量に
集まってくる。同社はこの大量のデータを解析することによって、重電系と情報技術系のノ
ウハウ及び最適化されたデータを活用した新たなユーザー向けサービスの創出へとつながる
（図6の⑤）。
2015年10月、同社は、GEソフトウェアセンター、グローバルIT部門、各事業でソフトウ
ェア開発を担当者と、2014年に買収したWurldtech社の産業機器向けセキュリティ部門を統
合し、新組織「GE Digital（GEデジタル）」を立ち上げた6。
GEデジタルの立ち上げにあたり会長兼CEO（当時）のジェフ・イメルト（Jeffrey 
Immelt）は「GEが世界を代表するデジタル・インダストリー・カンパニーに変革してい
る7」、「Predixなどのソフトウェア設計・実装・製品開発など、GEの事業横断的な能力を活
用することで、新たなデジタル・インダストリアル・ワールドのための戦略を策定する一
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方、GEのユーザーに対して大変重要な成果を生み出し続けていく。これがGEの優位性であ
る8」とした。
つまり、同社は、GEデジタルの発足により、情報技術を活用する企業ユーザーという立
場を脱し、情報技術を本業そのものに取り込んだと考えられる。この取り組みは、市場及び
当事者との新たなつながりを創出した取り組みであると同時に、既存のITベンダを踏み越
え「デジタル・インダストリー」という新たな業種カテゴリーを創出し、ITベンダに対し
て既存能力の破壊や陳腐化につなげ、情報技術に関連する産業構造自体に変革をもたらした
と考えられる（図7の⑥）。
5-3-2．GEにおける共創プラットフォーム
GEの事例研究については、共創プラットフォームのエコシステムを形成する関係者とい
う視点からも考察する。
従前、GEは情報技術においては自社の業務で活用するレベルのユーザーであった。一方、
GEには同社の製品を活用する重電系のユーザーも存在する。双方とも共創プラットフォー
ムの外側に存在した。
GEは、社会の隅々に情報技術が浸透するなかで、IoTという市場機会をとらえるため、
GEの経営者自らが「インダストリアル・インターネット」という新たなビジョンを提唱す
ることによって、「ビジョン提供者」となった（図8）。
 
 
※IIC は Industrial Internet Consortium の略 
出所：Van Alstyne, Parker & Choudary(2016) 及び企業情報をもとに筆者作成 
図 8：GE の共創プラットフォーム 
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また、GEはビジョンを実現するため、情報技術を代表する企業とドリームチームとも言
えるエコシステムを形成した。さらに、GEは、エコシステムを形成した情報技術系企業と
ともに、IICを立ち上げ、ビジョンを共有した約230社もの企業等を「つくり手」として集
め、共創関係を構築した。
つまり、GEは、「ビジョン提供者」としてIIC及び情報技術系パートナー企業とのエコシ
ステムとビジョンを共有し共感し合うことにより、共創関係を構築したと考えられる。
GEは、共創プラットフォームにおいて、「ビジョン提供者」であると同時に、「Predix」
の開発及び提供を通じて、共創プラットフォームの「所有者」にもなった。
一方、共創プラットフォームの「技術提供者」については、「Predix」を開発したGEであ
ると考えることもできるが、実際には、「Predix」の技術はイルミナと同様、アマゾンのク
ラウドサービスであるAWSを活用して構築された。また、「Predix」はIICにも参加する多
数の情報技術系のパートナーとの提携によって、提供するサービスの幅を広げている。
よって、共創プラットフォームの「技術提供者」は、GE自身とともに、アマゾンを始め
とする情報技術系のパートナー企業との共創関係を含め、共創プラットフォームを構築して
いると考えられる。
さらに、GEの共創プラットフォームの外側で製品・サービスを享受していた重電系企業
も、GEのビジョンに共感し、ニーズを共有することで「当事者」となり、共創プラットフ
ォームにおいて、重電系と情報技術系とを融合した新たな製品・サービスを生み出す一員と
なる「つくり手」に移行した。
以上により、GEの事例から、情報技術においてユーザーであったGE自身は、共創プラッ
トフォームにおいて、「ビジョン提供者」、「技術提供者」、「所有者」として参画したことが
確認できた。一方、GEにとってのユーザーである重電系企業も「当事者」として共創関係
に参画した後、共創プラットフォーム上で重電系と情報技術を融合したサービスを創出する
「つくり手」に移行したことが確認できた。
6．総括
本論文の総括として、イルミナ及びGEの事例研究から共創関係及び共創プラットフォー
ムに関する論考を精査し、リサーチクエスチョンである「ユーザーは、どのようにして共創
プラットフォームに参画、あるいは、自らこれを構築し、イノベーションを実現するのか」
について考察する（図9）。
まず、従前、イルミナ及びGEは情報技術において自社の業務で活用するレベルの「ユー
ザー」であった。一方、両社には、両社が製造する製品・サービスを活用するユーザーも存
在した。当初は、双方は取引関係があるものの、どちらのユーザーも、共創プラットフォー
ムの外側に存在した。
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イルミナ及びGEは、共創関係の構築において、「ビジョン提供者」として、ユーザー価値
の実現に向けたビジョンを掲げ共有することで、ユーザーやパートナー企業等からの共感を
集め、共創関係とともに共創プラットフォームを構築し、「ビジョン提供者」かつ「所有者」
となった。
ただし、両社とも、従前は情報技術に関してユーザーであったこともあり、情報技術の活
用において、単独で対応するのではなく、アマゾンのクラウドサービスや、パートナー企業
等の製品・サービスを活用、あるいは、企業買収によって、「技術提供者」として活用し、
共創プラットフォームを成立させている。
一方、イルミナの共創プラットフォーム上で遺伝子解析のソフトウェア開発に加わった研
究者や、GEが中心となって設立したコンソーシアムであるIICに参加した重電系や情報技術
系のユーザーは、共創プラットフォームの外側から「ビジョン提供者」に共感し、ユーザー
が自らの意志によって共創関係に加わり、「当事者」となった。
さらに、「当事者」となったユーザーは、イルミナやGEという「ビジョン提供者」と共創
関係を築くとともに、共創プラットフォームにおいて、「つくり手」に移行し、能動的にソ
フトウェアの製作や、重電系と情報技術系とを融合させた新たなサービスを創出した。
以上により、イルミナ及びGEの事例研究の結果、ユーザーが自ら「ビジョン提供者」と
して主導し、共創関係及び共創プラットフォームのエコシステムの関係者が構成され、ユー
ザーが共創プラットフォーム上で「当事者」となり、「つくり手」へと移行することで、イ
 
 
出所：企業情報及び Van Alstyne, Parker & Choudary(2016)をもとに筆者作成 
図 9：共創プラットフォームのエコシステムの関係者 
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ノベーションの創出を加速することが確認でき、リサーチクエスチョンと合致することが確
認できた。
注記
1 「BaseSpace」向けソフトウェアは「Access a wide range of BaseSpace Apps for simplified 
data analysis」にて参照した。
2 イルミナが発表したクラウドサービスについては、2011年12月の同社の記述による。http://
blog.basespace.illumina.com/2011/12/（2015.6.3アクセス）。イルミナが発表したクラウドアプ
ライアンス製品については、2014年1月の同社の記述による。http://blog.basespace.illumina.
com/2014/01/（2015.6.3アクセス）
3 イルミナのBaseSpace Informatics Suiteに関するインフォメーションシートの情報をもとに作
成した。
4 GEのPredixに関する記述を参考にした。http://www.predix.com/（2015.10.5アクセス）
5 吉野晃生（2016） p.2を参照した。
6 GEのプレスリリースを参考にした。GE「Creation of GE Digital」（2015年9月15日発表）
 http://www.genewsroom.com/press-releases/creation-ge-digital-281706（2016.1.27 ア ク セ
ス）
7 原文の表現は以下である。“GE transforms itself to become the world’ s premier digital 
industrial company”
8 原 文 の 表 現 は 以 下 で あ る。“We are building the playbook for the new digital industrial 
world by harnessing our horizontal capabilities including Predix, software design, fulfillment 
and product management, while also executing critical outcomes for our customers. This is 
the strength of GE.”
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Abstract
Information technology has contributed to the improvement of business efficiency and 
decision making of enterprises. In addition, it has penetrated the whole of social infrastructure. 
And information technology made it easy for users to create innovation by utilizing their 
own data.
In this paper, I consider the transformation of innovation leader caused by users. On that 
basis, I clarify the process that innovation entities shift from enterprises provided products 
and services to users.
Here, the purpose of this report is to discuss the co-innovation and co-innovation platform 
where users create innovation with other actors.
Keyword：User Innovation, Co-Innovation Platform, Co-Innovation, Creation of Innovation
Consideration of User-Centric  
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